
小樽商科大学 卒業論文 （昭和36年度）

年度 番号 　論 題 （Theme） 備考

昭和36 1573 シュンペーター合理主義について
昭和36 1574 トリフィン案を中心とする国際通貨体制
昭和36 1575 シュンペーターの生涯と経済理論に関する若干の考察

昭和36 1576
低開発国における工業化の障害とその国際的開発援助の問題　-国連報
告「低開発国における工業化の過程と問題」を中心として-

昭和36 1577 シュンペーター「資本主義経済の発展とその展望」
昭和36 1578 ロストウ「経済成長の諸段階」紹介
昭和36 1579 「貿易と厚生」　第一編紹介　J.E.ミード著　国際経済政策の理論　第二巻
昭和36 1580 (翻訳)　P.T.バウァー・B.S.ヤーミー「低開発国の経済学」第一章から第八章
昭和36 1581 人口と経済成長
昭和36 1582 投資基準論　-後進国開発を中心として-
昭和36 1583 GDN.ウォーヴィック『自由貿易の諸提案』1960年　-抄訳-
昭和36 1584 G.ミュルダール著　「福祉国家を越えて」　-紹介・解説-
昭和36 1585 紹介　G.ミュルダール「国際経済」
昭和36 1586 日本貿易と経済成長　-篠原・小島論争を中心として-
昭和36 1587 ガット
昭和36 1588 日本貿易と経済発展　-小島理論-
昭和36 1589 ヌルクセ、ミュルダール、ハーシュマンの低開発国発展の理論

昭和36 1590
R.ヌルクセ著　後進諸国の資本形成におけるヌルクセの所論及び若干の
考察

昭和36 1591 金融の質的統制と財政投融資
昭和36 1592 我が国における銀行合同の回顧　-金融資本の成立という観点から-
昭和36 1593 管理通貨制度下のインフレーション　-価格標準の正しい理解のために-
昭和36 1594 金利政策論　-公定歩合の機能-
昭和36 1595 戦後日本独占資本の復活について　-特に対米従属論に焦点を置いて-
昭和36 1596 戦後金融資本の構造と機能　-我国に於ける再編成の実態-
昭和36 1597 管理通貨制度化のインフレーション
昭和36 1598 銀行経営の立場からみた消費者金融
昭和36 1599 企業金融と金融政策
昭和36 1600 現代英国金融政策論考　低金利政策以後を中心として
昭和36 1601 通貨の供給及び通貨量と物価水準の関係について
昭和36 1602 ラドクリフ・レポートの「利子論」に関する一考察

昭和36 1603
19世紀におけるイギリスの金融政策　-恐慌対策をめぐる古典原則への回
顧-

昭和36 1604 戦後に於ける我が国の金融資本の再建とその構造について
昭和36 1605 南満州鉄道株式会社　1907-1916

昭和36 1606
ジェイムズ・ステュウアートの経済学説　「経済学原理」第一篇「人口と農
業」の分析

昭和36 1607 恐慌論序説　-その原理的規定-
昭和36 1608 小農制に関する一考察
昭和36 1609 生命保険発達史及び我国に於ける歴史
昭和36 1610 日本社会運動史　-大杉栄を中心として-
昭和36 1611 ルカーチの社会科学論研究

昭和36 1612
近代日本思想史上における三木清の役割　(主としてマルクス主義とのか
かわりにおいて)

昭和36 1613 中国農業の社会主義的改造
昭和36 1614 農地改革とその後
昭和36 1615 国家独占資本主義論の若干の原理的問題点について
昭和36 1616 日本中小企業の現状とその問題点
昭和36 1617 「自己疎外」マルクスの「経済学・哲学手稿」をめぐって

昭和36 1618
「資本論」に於ける市場価値規定について　-主として、需要供給との関係
に於ける-

昭和36 1619 再保険に関する一考察
昭和36 1620 海上保険契約の基礎
昭和36 1621 海上保険に於ける因果関係
昭和36 1622 共同海損成立要件
昭和36 1623 福祉国家の将来
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昭和36 1624 財政政策と完全雇用
昭和36 1625 租税の経済的作用
昭和36 1626 「減価償却論」その本質概念と設備金融
昭和36 1627 わが国の標準原価計算による原価管理の検討
昭和36 1628 定額法償却と定率法償却の比較
昭和36 1629 会計原則の理論構造
昭和36 1630 動態論に於ける貸借対照表
昭和36 1631 資本剰余金の吟味
昭和36 1632 資産概念を通じての繰延資産　-繰延資産の本質把握-
昭和36 1633 損益分岐点分析
昭和36 1634 貨幣価値の変動と企業会計
昭和36 1635 外部企業会計における真実とその報告のあり方
昭和36 1636 会計主体論　-資本主理論と企業主体理論を中心として-
昭和36 1637 直接原価計算と原価管理
昭和36 1638 繰延資産の性格に関する一考察
昭和36 1639 貨幣価値変動と会計

昭和36 1640
利益計画に於ける目標利益率としての目標総資本営業利益率　-その決
定方法を中心として-

昭和36 1641 監査役監査か公認会計士監査か
昭和36 1642 近代的経営に於ける原価管理　-オートメーション段階に於ける原価管理-
昭和36 1643 経営分析
昭和36 1644 ヒックス＝サミェルソン型景気循環論の批判
昭和36 1645 貨幣的景気理論の再検討及び日本経済への適用
昭和36 1646 経営者の社会的責任論の史的展開　-その歴史並びに現代的意義-
昭和36 1647 近代景気循環理論　-投資理論を中心とするモデル分析-
昭和36 1648 独占と経済発展
昭和36 1649 ハロッド・ドーマー　経済成長理論に関する考察
昭和36 1650 経済変動と投資
昭和36 1651 株主平等原則と株主保護の展開と発展について
昭和36 1652 自己株式の貸借対照表計上問題について
昭和36 1653 株式会社発起人論　-現行法制批判と英米法概念接近への一試論-
昭和36 1654 英国株式会社法発展史
昭和36 1655 『後進国開発理論研究ノート』ヌルクセ方式
昭和36 1656 「自由化と日本経済」　-自由化の日本経済に与える影響とその対策点-
昭和36 1657 貿易の自由化と日本の輸出構造
昭和36 1658 日本貿易商社問題の考察
昭和36 1659 世界市場と我が国の輸出構造
昭和36 1660 商業信用状序説
昭和36 1661 国際決済機構の諸問題
昭和36 1662 貿易自由化と日本の産業の国際競争力
昭和36 1663 国際収支の分析
昭和36 1664 「商業英語」　-商業英語の変遷とその特異性-
昭和36 1665 ソ連の外国貿易の特質とその貿易機構
昭和36 1666 貿易自由化の本質とその問題点
昭和36 1667 戦後の日本貿易に関する一考察　-貿易構造と市場問題の研究-
昭和36 1668 貿易自由化と日本産業の課題
昭和36 1669 貿易契約及び条件はいかにとりきめられるか
昭和36 1670 (資本主義)世界貿易構造の動向

昭和36 1671
国際貿易と日本経済の発展　The Growth of Japan's Economy in Relation
to her Foreign Trade

昭和36 1672 貿易の動向と産業の国際競争力
昭和36 1673 自由化と輸出構造の問題点
昭和36 1674 自由化対策の必要性とその内容
昭和36 1675 減価償却についての一考察
昭和36 1676 価格変動と評価基準
昭和36 1677 インフレーションにおける企業資本維持と固定資産再評価
昭和36 1678 資本剰余金の分解
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昭和36 1679 会計の下部構造（コンベンションを中心として）

昭和36 1680
「税法償却論」減価償却制度は如何にあるべきかを自由償却論、自主償却
論、決定償却論を中心にして考察

昭和36 1681 直接原価計算　直接原価計算の有用性とその批判
昭和36 1682 会計主体理論の再検討
昭和36 1683 企業の成長と経営分析体系
昭和36 1684 資金会計の研究
昭和36 1685 棚卸資産会計　「棚卸資産と価格変動準備金制度」
昭和36 1686 現代的企業利益の性格とその理論的基礎
昭和36 1687 減価償却の本質について
昭和36 1688 低価主義をめぐる問題点の研究
昭和36 1689 理論と政策　-減価償却会計の検討を通して-
昭和36 1690 利益管理の構造と利益管理手法
昭和36 1691 企業体理論に於ける持分会計「利害の調和」について
昭和36 1692 欧州共同体(Communautis Europiennes)
昭和36 1693 わが国福利厚生施設について
昭和36 1694 我国における系列化
昭和36 1695 人間工学に関する若干の考察
昭和36 1696 生産性向上と労使の問題
昭和36 1697 常務会制度　-我国企業トップマネジメント組織の問題点-
昭和36 1698 分権管理に関する若干の考察
昭和36 1699 新人間関係と経営の合理化
昭和36 1700 事務の機械化と事務機械化のための準備体制としての事務の標準化
昭和36 1701 我が国企業に於ける経営組織
昭和36 1702 企業集団化をめぐる諸問題
昭和36 1703 企業内コミュニケーションに関する若干の考察
昭和36 1704 事務とオートメーション
昭和36 1705 日本の労働組合における「第二組合」発生要因の分析
昭和36 1706 現代企業に於ける「資本と経営の分離」について
昭和36 1707 モラールの維持、昂揚について
昭和36 1708 身元保証制度の不合理性について
昭和36 1709 販売経路分析
昭和36 1710 日本映画産業の問題点と対策　-その配給興行面を中心として-
昭和36 1711 マーケッティング・コスト分析
昭和36 1712 企業の販売価格の決定方法　 -生産企業を中心として-
昭和36 1713 中小企業に於ける賃金問題
昭和36 1714 農業協同組合販売活動批判
昭和36 1715 広告の社会性及び倫理性
昭和36 1716 北海道小樽を中心とした青果物の需給状況と青果物流通機構
昭和36 1717 マーケッティングに於ける販売促進理論の一考察
昭和36 1718 企業系列の本質と実態　-電気機械工業に於ける企業系列の実態-
昭和36 1719 広告　-現代広告の本質への接近-
昭和36 1720 市場調査
昭和36 1721 中小企業の金融問題
昭和36 1722 消費者購売行動とモチベーション・リサーチ
昭和36 1723 広告媒体としての電波メディアについて

昭和36 1724
戦後日本の消費動向とマーケティングの展開　-技術革新下における、い
わゆる「消費革命」の分析とマーケティングの展開に関する考察-

昭和36 1725 市場調査
昭和36 1726 戦後に於ける我が国の投資信託の発展
昭和36 1727 現代の消費生活とプロダクト・プランニング
昭和36 1728 企業系列及び中小企業に関する考察
昭和36 1729 新製品開発に関する一考察
昭和36 1730 広告効果の意義（その測定のために）
昭和36 1731 動態物価論の研究
昭和36 1732 自由為替相場と固定為替相場

3/4
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年度 番号 　論 題 （Theme） 備考

昭和36 1733
世界経済と国際通貨基金　「戦後国際通貨機構としてのIMF体制とその問
題点」

昭和36 1734 金とドル〝金〟その動向の意味するもの
昭和36 1735 シュンペーター理論の一考察　-主として彼の貨幣理論をめぐって-
昭和36 1736 IEと設備更新
昭和36 1737 市場調査の概要と標本抽出
昭和36 1738 品質管理に於ける統計的方法
昭和36 1739 デミングの標本設計
昭和36 1740 統計調査の推計学的接近　-所得、標本調査に関して-
昭和36 1741 経済予測の為の統計的手法
昭和36 1742 待ち行列の理論と在庫管理
昭和36 1743 生産計画に用いられるLinesar Programming
昭和36 1744 耐久消費財の統計的需要分析
昭和36 1745 最近の農業労働力の移動について
昭和36 1746 わが国工業化の特殊性格と経済主体
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